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岡山県 地震防災緊急事業五箇年計画  

                                                                    様式－１  

【総括編】 

 

１．目的 

 

  当県域は、過去に南海道地震、鳥取県西部地震、鳥取県中部地震等において大きな

被害を受けており、今後も地震による被害発生の危険性が高い地域である。 

  このため、平成２８年度に策定した第５次地震防災緊急事業五箇年計画に基づき、

地震防災対策上、整備の緊急性の高い箇所・施設について整備を推進してきた。 

  こうした取組の結果、施設等の整備は着実に進んできたが、一方で東海・東南海・ 

南海地震が連動して発生する可能性が高まり、東日本大震災のような従来の想定を超 

えた巨大地震の発生が懸念されることから、緊急に整備すべき箇所・施設が多数存在

しているという状況にある。 

  従って、第５次地震防災緊急事業五箇年計画の事業未達成部分を含め、地震防災上

整備すべき緊急性の高い項目を総合的に判断・抽出し、新たな地震防災緊急事業五箇

年計画の策定を行うことにより、各種施設の緊急的な整備を図り、県土の安全性の向

上に努めるものである。 

 また、南海トラフ地震に係る地震防災対策の推進に関する特別措置法により、県下

１０市４町が推進地域に指定されており、津波避難対策等の各種地震防災対策を関係

市町、関係団体とともに促進していくこととする。 

   

 

２．想定される地震災害 

 

本計画の前提となる地震被害想定については、平成２５年７月に南海トラフの巨

大地震の被害想定、平成２６年５月に断層型地震の被害想定を公表している。 

    なお、想定される地震災害の被害想定は以下のとおりとなっている。 

 

（１）南海トラフの巨大地震の被害想定 

    駿河湾から日向灘までの南海トラフの大陸プレ－ト境界面を震源域とする地震   

   （想定マグニチュード９．０）について、被害想定を行った。 

 

  ①前提条件 

      火災による被害は、出火原因となるスト－ブなどを使用している冬の方が夏よ

  りも大きく、同じく出火原因となる家庭の台所でのガスコンロなどの使用率が高

  い夕方の方が昼よりも大きく、強風が吹いている時の方が風が弱い時よりも延焼

  の危険性が高いため大きくなる。このように、火災の被害想定に際してはどのよ

  うな前提条件を設定するかが重要である。 

   季節、時間帯、風速の３条件を組み合わせて、南海トラフの巨大地震、断層型

  地震について、以下の３つを想定した。また、南海トラフの巨大地震について 

  は、堤防について２つのパターンで想定した。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

別紙 
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    ○季節等の設定                        ○堤防の設定パターン 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 

シーン設定 

 

想定される被害の特徴 

 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 

 

 

パターン設定内容 

 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 

 
①冬、深夜 
 

 
家屋倒壊や津波被害が
大きい。 

 
  
 １ 
 
 

 
護岸、防波堤、大規模な水門等
は、地震により全て破壊され、
高さ又は機能が消失するものと
した。 

 
②夏、昼12時 
 

 
自宅外で被災する場合
が多い。  

 
 
 ２ 
 

 

 

護岸、防波堤、大規模な水門等

は、地震により破壊されず機能

は保持されるが、越流した場合

は崩壊して機能を失うものとし

た。 

 
③冬、夕18時 
 

 
火気使用が多く、出火
件数が多い。 

  

 
 

  

 

 

 ②想定地震の震源域位置図 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 ③震度分布の概況 

   県全体で震度４から６強の範囲となっている。特に、県南の沖積地盤のうち軟

  弱地盤の領域である低地、埋立地、干拓地及び三大河川流域で震度６弱から６強

  となっている。軟弱地盤以外の洪積地盤、沖積地盤の領域でも、県北端までの広

  範囲で震度５強から６弱となっている。 
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 ④液状化発生危険度の概要 

   県南部の埋立地、干拓地や川沿いなど広範囲で液状化の可能性が大である。 

   また、県北東部の一部で液状化が発生する可能性がある。 

 

 

 ⑤津波の高さ及び到達時間  

   （ア）津波高（パターン１）                                           

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

    関係市 最大津波高(ｍ)    場 所  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

岡山市（中区）    １．８   新築港付近     

岡山市（東区）    ２．５   正儀付近    

岡山市（南区）    ２．６   小串付近      

倉敷市    ３．２   下津井付近 

玉野市    ２．８   渋川四丁目付近 

笠岡市    ３．２   鋼管町付近     

備前市    ２．９   鹿久居島付近  

瀬戸内市    ２．８   邑久町福谷付近 

浅口市    ２．８   寄島町付近    

   ※津波高 ＝ 設定潮位（朔望平均満潮位）＋ 津波の高さ 

 

   （イ）津波高（パターン２） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

    関係市  最大津波高（ｍ）    場 所                     

                    

                    

                    

                    

                    

                    

                    

                    

                    

                    

岡山市（中区）    ２．４   新築港付近 

岡山市（東区）    ２．８   水門町付近 

岡山市（南区）    ２．６   小串付近 

倉敷市    ３．２   水島川崎通一丁目付近 

玉野市    ２．９   田井六丁目付近 

笠岡市    ３．４   神島付近 

備前市    ３．０   鹿久居島付近 

瀬戸内市    ３．０   邑久町尻海付近 

浅口市    ２．８   寄島町付近 

     ※津波高 ＝ 設定潮位（朔望平均満潮位）＋ 津波の高さ 

 

   （ウ）主な地点の津波による海面変動影響開始時間（パターン２）              

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

    市 名         場   所  到達時間(分）           

          

          

          

          

          

          

          

          

          

岡山市 児島湖締切堤防   １７０ 

倉敷市 下津井漁港   １４７ 

玉野市 山田港   １３８ 

笠岡市 笠岡港   ２０２ 

笠岡市 金風呂漁港（島しょ部）   ２３８ 

備前市 寒河港   １２９ 

備前市 大多府漁港（島しょ部）   １１６ 

瀬戸内市 錦海塩田   １１８ 

浅口市 寄島漁港   ２５２ 

     ※海面変動影響開始時間とは地震発生直後の海面水位から＋２０cmの水位変動が生じる時点 
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 ⑥人的・物的被害想定 

    （注）国が公表した津波浸水想定は、県の条件（津波越流後破壊：パターン２） 

      と同等である。また、表中の（ ）内の数字はパターン２のものである。 

 

 （ア）建物被害（被害が最大となるもの：シーン③冬・18時） （単位：棟） 

 

 

 

 

 

 

 

項   目 県 国  

 

 

 

 

 

 

揺れによる全壊      4,690     約18,000 

液状化による全壊      1,036     約 5,200 

津波による全壊      8,817(318)     約 1,190(90) 

急傾斜地崩壊による全壊        221     約   200 

地震火災による消失      3,901(3,911)     約11,000 

合  計     18,665     約36,000 

    ※液状化の被害には、国は算定していない大規模半壊が12,309棟ある。  

 

 （イ）人的被害 

    ア 死者数（被害が最大となるもの：シーン①冬・深夜）     （単位：人） 

      

      

      

      

      

      

項    目 県 国  

 

 

 

 

 

 

建物倒壊による死者       305     約 1,100  

津波による死者       2,786(40)     約   640(40)  

急傾斜地崩壊による死者        20     約    10 

地震火災による死者        0     約   10 

屋外落下物等による死者           0            0 

合  計       3,111       約 1,800  

   

    イ 負傷者数（被害が最大となるもの：シーン①冬・深夜） （単位：人） 

      

      

     

      

      

      

項    目 県 国  

 

 

 

 

 

 

建物倒壊による負傷者       7,534     約17,000 

津波による負傷者       4,184(73)     約    40(20) 

急傾斜地崩壊による負傷者          25     約    20 

地震火災による負傷者           2       約    70 

屋外落下物等による死者           0     約    20 

合  計      11,745      約17,000 
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（２）断層型地震の被害想定 

   本県周辺において国が定めている主要活断層の４地震に加え、近隣県が被害想定

 を行った地震のうち岡山県に被害の発生が懸念される８地震を対象とし、国や近隣

 県が推計した断層の長さや地震の規模を基に、南海トラフ巨大地震の被害想定を行

 う際に用いた地盤モデルを用いて、震度分布及び液状化危険度の解析を行った。 

  さらにこの解析の結果、県内で震度６弱以上の強い揺れが発生し、大きな被害 

 が生じるおそれのある７つの地震について、被害想定を行った。 

 

①  前提条件 

     南海トラフ巨大地震での被害想定と同様に、想定される状況が異なる３種類の

  季節・時間帯（自宅で就寝中に被災する場合、自宅外で被災する場合、住宅や飲

  食店などで火気の使用が最も多く帰宅途上の人も多い時間帯として、冬・深夜、

  夏・１２時、冬・１８時の３種類）で被害想定を行った。 

 

 

 ②各断層の位置 
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  ③１２断層の概要                                                     

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

 

 

断 層 名 

 

地震の規模 

 

断層規模(長さ・幅) 断層の調査・ 

推計機関 

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

山崎断層帯 

 

 Ｍ 8.0 

 

L= 80km  W=18km 

 

国（地震調査研究

推進本部） 

那岐山断層帯 

 

 Ｍ 7.3 

 

L= 32km  W=26km 

 

国（地震調査研究

推進本部） 

中央構造線断層帯 

 

  Ｍ 8.0 

 

L=132km  W=24km 

 

国（地震調査研究

推進本部） 

長者ヶ原－芳井断層   Ｍ 7.4 L= 36km  W=18km 広島県 

倉吉南方の推定断層   Ｍ 7.2 L= 30km  W=13km 鳥取県 

大立断層・田代峠－布江断層   Ｍ 7.2 L= 30km  W=13km 鳥取県 

鳥取県西部地震   Ｍ 7.3 L= 26km  W=14km 鳥取県 

鹿野・吉岡断層   Ｍ 7.2 L= 33km W=13km 鳥取県 

長尾断層 

 

  Ｍ 7.1 

 

L= 26km  W=18km 

 

国（地震調査研究

推進本部） 

宍道湖南方の地震   Ｍ 7.3 L= 27km  W=14km 島根県 

松江南方の地震   Ｍ 7.3 L= 27km  W=14km 島根県 

宍道断層   Ｍ 7.1 L= 22km  W=13km 島根県 

  ※ 地震の規模欄のＭはマグニチュード                                      

 

  ④各断層型地震の概要 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

断 層 名      

 

山崎断層帯（※) 

 

那岐山断層帯(※) 

 

中央構造線断層帯 (

※) 

長者ケ原－芳井断層 倉吉南方の推定断

層  

大立断層・田代峠

－布江断層 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

マグニチュード      ８.０ ７.３ ８.０ ７.４ ７.２ ７.２ 

発 生 確 率      ほぼ0～1% 0.06～0.1% ほぼ0～0.3% 0.09% 推計していない 推計していない 

県内最大震度      ６強 ６強 ６弱 ６強 ６強 ６強 

震度６弱以

上の市町村 

（ゴシックは

震度６強） 

 

 

 

津山市 

美作市 

鏡野町 

勝央町 

奈義町 

西粟倉村 

 

津山市 

真庭市 

美作市 

鏡野町 

勝央町 

奈義町 

美咲町 

岡山市 

倉敷市 

笠岡市 

 

 

 

 

岡山市 

倉敷市 

笠岡市 

井原市 

浅口市 

早島町 

里庄町 

真庭市 

鏡野町 

 

 

 

 

 

津山市 

真庭市 

新庄村 

鏡野町 

奈義町 

 

 

                                                                     

 

 

 

 

 

 

 

 

 

断 層 名      鳥取県西部地震 鹿野・吉岡断層 長尾断層(※) 宍道湖南方の地震 松江南方の地震 宍道断層  

 

 

 

 

 

 

 

 

マグニチュード      ７.３ ７.２ ７.１ ７.３ ７.３ ７.１ 

発 生 確 率      推計していない 推計していない ほぼ0% 推計していない 推計していない 0.1% 

県内最大震度      ６強 ５強 ５弱 ４ ４ ４ 

震度６弱以

上の市町村 

市町村 

（ゴシックは

震度６強） 

新見市 

真庭市 

新庄村 

 

 

県内最大震度から、それほど大きな被害は見込まれな

いことから、被害想定は行っていない。 

 

 

 

    注１ 断層名欄の※は主要活断層 

    ２ マグニチュードは地震の規模を表し、国や近隣県が推計し被害想定に用い

    たもの。 

    ３ 発生確率は今後３０年間に地震が発生する確率（地震調査研究推進本部、

    産業技術総合研究所） 
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  ⑤断層型地震における震度６弱以上の地域 

     １２断層の中で、大きな被害が生じるおそれのある震度６弱以上の地域は、 

  「断層型地震における震度６弱以上の地域図」のとおりである。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

  ⑥被害想定 

      ７つの各断層別の被害想定のうち、被害が最大となるのは「長者ヶ原－芳井断 

    層の地震」であり、倉敷市、笠岡市を中心に建物全壊が約850棟、死者数40人と

  いう甚大な被害が想定される。（県全体としては南海トラフ巨大地震の被害想定

  を上回るものではない。） 

   また、県北部では「山崎断層帯の地震」が最大で、建物全壊が約600棟となる 

  など甚大な被害が想定される。 

 

 



- 8 - 

  【
や ま

山
さ き

崎 断層帯の地震】 

    ・美作市、奈義町で最大震度６強の強い揺れに見舞われ、美作市では約半分の区

   域で、奈義町ではほぼ全域で、震度６弱以上の揺れに見舞われる。 

  ・美作市・奈義町を中心に約500棟の建物が揺れにより全壊となると想定され、 

   建物倒壊により甚大な人的被害も想定される。 

  ・揺れが強い美作市・勝央町・奈義町、津山市を中心に、河川沿いで液状化危険

   度が高まる。 

  ・避難者数は１週間後に美作市で約3,500人、全県で約5,700人と想定される。 

  ・小集落が散在する山間部が強い揺れに見舞われるため、孤立集落が発生する可

   能性がある。 

  

 

 

 

 

 

 

  被害項目 県全体 

 

主な市町村と被害想定  

 

 

 

 

 

 ケース 美作市 奈義町 

最大震度     ６強 ６強 ６強 

建物全壊(棟） 冬・18時      604       471        56 

死者数(人） 冬・深夜       33         30          3 

最大避難者数(人) 冬・18時    5,680      3,474        532 

     注１ 被害想定は、３種類の季節・時間帯で被害が最大となるケースを表示す

      る。（以下同) 

     ２ 建物全壊、死者数は、揺れ、液状化、火災等の合計値を表す。（以下   

          同） 

       ３ 最大避難者数は、発災後１週間後の数値（以下同） 

 

  【
な

那
ぎ

岐
せ ん

山 断層帯の地震】 

    ・津山市、鏡野町、奈義町で震度６強の揺れに見舞われ、特に鏡野町で大きな被

   害が想定される。 

  ・津山市、鏡野町、真庭市を中心に川沿いで液状化の危険度が高まる。 

  ・避難者数は１週間後に鏡野町で約1,200人、全県で約2,100人と想定される。 

  ・小集落が散在する山間部が強い揺れに見舞われるため、孤立集落が発生する可

   能性がある。 

      

 

 

 

 

 

 

  被害項目 県全体 

 

主な市町村と被害想定  

 

 

 

 

 

 ケース 津山市 鏡野町 奈義町 

最大震度 ６強 ６強 ６強 ６強 

建物全壊(棟） 冬・18時     209       60    126     10 

死者数(人） 冬・深夜      12        3      8      1 

最大避難者数(人) 冬・18時   2,078      486  1.242    220 

 

  【中央構造線断層帯の地震】 

    ・倉敷市、岡山市、笠岡市で震度６弱の揺れに見舞われるが、南海トラフ巨大地

   震を上回るものではない。 

  ・倉敷市を中心に低地部で液状化が生じるため、約3,000棟が大規模半壊以上と 

   なるなど液状化による被害が、揺れによる被害を大きく上回ると想定される。 

  ・通勤時間帯に発生すると野外で建物倒壊や屋外落下物などにより死者が出る可

   能性があるため、死者数は冬18時が最大となる。 

  ・避難者数は１週間後に倉敷市で約8,700人、全県で約11,000人と想定される。 

  ・山陽本線等の被害により、岡山市、倉敷市などで最大約125,000人の帰宅困難 

   者が発生する可能性がある。 
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  被害項目 県全体 

 

主な市町村と被害想定  

 

 

 

 

 

 ケース 岡山市 倉敷市 笠岡市 

最大震度 ６弱 ６弱 ６弱 ６弱 

建物全壊(棟） 冬・18時      291      49     218     13 

死者数(人） 冬・18時        5       1       4      0 

最大避難者数(人） 冬・18時   11,018   1,918   8,730     40 

 

 

  【
ち よ う じ や が は ら

長 者 ケ 原－芳井断層の地震】 

    ・笠岡市で震度６強の揺れに見舞われ、津波被害を除くと、この地域の被害とし

   ては南海トラフ巨大地震を上回る。 

  ・倉敷市・笠岡市を中心に、低地部で液状化が生じる。 

  ・倉敷市・笠岡市を中心に、全県で800棟を超える建物が揺れや液状化等により 

   全壊となり、甚大な人的被害が想定される。 

  ・避難者数は１週間後に倉敷市で約17,000人、全県で約22,000人と想定される。 

  ・山陽本線等の被害により、岡山市、倉敷市などで最大約67,000人の帰宅困難者

   が発生する可能性がある。 

     

 

 

 

 

 

 

  被害項目 県全体 

 

主な市町村と被害想定  

 

 

 

 

 

 ケース 倉敷市 笠岡市 

最大震度 ６強 ６弱 ６強 

建物全壊(棟）   冬・18時      856       634     166 

死者数(人）    冬・深夜       40        29      10 

最大避難者数(人）  冬・18時    21,672    16,892   2,168 

 

 

  【倉吉南方の推定断層の地震】 

    ・真庭市で震度６強の揺れに見舞われる。 

  ・被害は真庭市北部に限定されるが、100棟以上の建物が揺れにより全壊とな                                 り、

   人的被害も発生し、避難者数は１週間後に約1,400人と想定される。 

  ・小集落が散在する山間部が強い揺れに見舞われるため、孤立集落が発生する可

   能性がある。 

     

 

 

 

 

 

 被害項目 県全体 

 

主な市町村と被害想定  

 

 

 

 

 

 ケース 真庭市 

最大震度 ６強 ６強 

建物全壊(棟） 冬・18時      113         112 

死者数(人） 冬・深夜        6           6 

最大避難者数(人）  冬・18時    1,442       1,426 

 

 

  【
お お だ て

大 立断層・
た し ろ と う げ

田 代 峠－
ぬ の え

布江断層の地震】  

    ・真庭市、鏡野町で震度６強の大きな揺れに見舞われ、特に真庭市北部で甚大

   な建物・人的被害が想定される。 

  ・揺れが強い真庭市・鏡野町を中心に川沿いで液状化危険度が高まる。 

  ・小集落が散在する山間部が強い揺れに見舞われるため、孤立集落が発生する 

   可能性がある。 
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   被害項目 県全体 

 

主な市町村と被害数  

 

 

 

 

 

 ケース 真庭市 鏡野町 

最大震度 ６強 ６強 ６強 

建物全壊(棟） 冬・18時      340      265      50 

死者数(人） 冬・深夜       20       16       3 

最大避難者数(人）  冬・18時    3,868    2,632     952 

 

 

  【鳥取県西部地震】  

    ・新見市の北部で震度６強の大きな揺れに見舞われるが、被害は新見市・真庭

   市の北部で限定的である。 

  ・小集落が散在する山間部が強い揺れに見舞われるため、孤立集落が発生する 

   可能性がある。 

 

 

 

 

 

 

 

   被害項目 県全体 

 

主な市町村と被害想定  

 

 

 

 

 

 ケース 新見市 真庭市 

最大震度 ６強 ６強 ６弱 

建物全壊(棟） 冬・18時       17        5      12 

死者数(人） 冬・深夜        0        0       0 

最大避難者数(人）  冬・18時      150       34      86 

 

 

（３）計画対象区域 

   地震被害想定結果においては、県南部及び北部の一部では震度６強が、また、

 県南の広い区域において震度６弱が、その他の地域においても震度５強から震度 

 ５弱の揺れが発生すると想定されることなど、県土のほとんどの区域で強い揺れ 

  が発生すると想定されることから、人的及び物的被害の発生防止及び被害の軽減

 を図るため、計画対象地域は県土全域とする。 

 

 

 

３．地震防災対策の実施に関する目標 

 

  県が取り組むべき諸施策の体系化を図るために防災強化検討プロジェクトチームに

おいて検討した結果を踏まえ、住宅・建築物の耐震診断・耐震改修、重要インフラの

耐震化等の取り組みなど引き続き地震防災対策を強化していくこととする。また、海

岸保全施設等のハード対策や確実な情報伝達等のソフト対策を柔軟に組み合わせて、

総合的な津波対策も着実に推進していくこととする。 
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４．計画項目及び事業量・事業費（地震防災緊急事業五箇年計画総括表） 

事業項目 事業量 
事業費 

(百万円) 

１号  避難地 ｈａ 箇所 

２号  避難路 2.4 ｋｍ 2 箇所 1,451 

３号  消防用施設 483 箇所 10,907 

４号  消防活動用道路 ｋｍ 箇所 

５号  緊急輸送道路等 

5-1 号  緊急輸送道路 19.9 ｋｍ 111 箇所 52,996 

5-2 号  緊急輸送交通管制施設 25 箇所 245 

5-3 号  緊急輸送ヘリポート 箇所 

5-4 号  緊急輸送港湾施設 箇所 バース 

5-5 号  緊急輸送漁港施設 箇所 バース 

６号  共同溝等 3.1 ｋｍ 9 箇所 2,721 

７号  医療機関 施設 

８号  社会福祉施設 1 施設 24 

８の２号 公立幼稚園 11 棟 8 学校 404 

９号  公立小中学校等 

9-1 号  校舎 6 棟 5 学校 1,816 

9-2 号  屋内運動場 棟 学校 

9-3 号  寄宿舎 棟 学校 

10 号  公立特別支援学校 

10-1 号  校舎 棟 学校 

10-2 号  屋内運動場 棟 学校 

10-3 号  寄宿舎 棟 学校 

11 号  公的建造物 4 施設 891 

12 号  海岸・河川 

12-1 号  海岸保全施設 1 箇所 500 ｍ
※1 2,150 

12-2 号  河川管理施設 箇所 ｍ
※1

13 号  砂防設備等 

13-1 号  砂防設備 63 箇所 6,993 

13-2 号  保安施設 25 箇所 875 

13-3 号  地すべり防止施設 32 箇所 1,435 

13-4 号  急傾斜地崩壊防止施設 29 箇所 3,150 

13-5 号  ため池 5 箇所 768 

14 号  地域防災拠点施設 施設 

15 号  防災行政無線 2 箇所 1,435 

16 号  水・自家発電設備等 23 箇所 7,016 

17 号  備蓄倉庫 箇所 

18 号  応急救護設備等 基 

19 号  老朽住宅密集対策 ｈａ 箇所 

合計 95,277 

※堤防・護岸距離
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【施設別編】 

２号 避難路 

１．対象施設の整備に係る中長期目標の考え方 

農村地域または山村地域における道路は、震災時に地域間の移動距離、時間の短縮を図ること

のできる施設である。地震発生時に避難の必要のある地区から避難地、又はこれに準ずる安全な

場所に通じる幅員３ｍ以上の農道を整備する。 

また、緊急輸送道路に準ずる路線のうち、避難・救護活動への影響が大きい農道橋において、

耐震補強を実施する。 

２．五箇年計画への計上の考え方 

農村地域または山村地域においては、地震防災上、緊急に整備する必要のある１路線約 2.0km

を計上した。 

また、緊急に耐震補強が必要となる農道橋１橋を計上した。 

３．整備計画 

（１）年次計画

施設分類 R3 年度 R4 年度 R5 年度 R6 年度 R7 年度 合計 

避難路 

（農山村地域） １路線 １路線 

避難路 

（耐震補強） 
１橋 １橋 

概算事業費 

（百万円） 
140 288 380 278 365 1,451 

（２）個別計画

事業主体 

（位置） 
事業名 事業量 

概算事業費 

（百万円） 

実施予 

定年度 所管省庁 実施目標との関係 

岡山県 

（和気町） 

農山漁村地域整備

交付金（広域営農

団地農道整備事

業） 

1 路線 

1,955m 

697 R3～R7 農林水産省 － 

岡山県 

（岡山市） 

農村地域防災減災

事業（農道防災工

事） 

1 橋 

406m 

  754 R4～R7 農林水産省 － 

４．備考 

様式―２ 
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【施設別編】 
 

３号 消防用施設 
 

１． 対象施設の整備に係る中長期目標の考え方 

①  

①消防水利（防火水槽、耐震性貯水槽） 

  本県では、「消防水利の基準」に基づき、これまで計画的に消防水利の整備を図ってきた

ところである。長期的には、消防水利が不足している区域を解消することが整備目標であ

る。 

②消防車両 

本県では、「消防力の整備指針」に基づき、各市町村が地域の実情に応じてこれまで計

画的に消防車両の整備をはかってきたところである。長期的には、各種車両の目標とすべ

き整備水準を確保維持していくことが整備目標である。 

③その他消防施設 

その他消防力の整備指針で規定されていない施設については、各市町村が地域の実情に

合わせて整備していく。 
 

 

 

２．五箇年計画への計上の考え方 

 

①消防水利（防火水槽、耐震性貯水槽） 

「消防水利の基準」に基づき、引き続き計画的に整備していくよう計上した。 

②消防車両 

「消防力の整備指針」に基づき、引き続き計画的に整備していくよう計上した。 

③その他消防施設 

各市町村の施設整備計画に基づき計上した。 
 

 

 

３．整備計画 

（１）年次計画 

施設分類 R3 年度 R4 年度 R5 年度 R6 年度 R7 年度 合計 

耐震性貯水槽           

（100 ㎥型） 
 1 箇所  1 箇所  2 箇所 

災害対応特殊

消防ポンプ自

動車 

5 台  6 台 3 台 4 台 4 台 22 台 

災害対応特殊

水槽付消防ポ

ンプ自動車 

1 台  0 台 1 台 1 台 3 台 

災害対応特殊

化学消防ポン

プ自動車 

1 台 1 台    2 台 

災害対応特殊

はしご付消防

ポンプ自動車 

1 台     1 台 

 
様式―２ 
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災害対応特殊

小型動力ポン

プ付水槽車 

    1 台 1 台 

災害対応特殊

救急自動車・

高度救命処置

用資機材 

8 台 4 台 3 台 5 台 5 台 25 台 

支援車  1 台 0 台 1 台 0 台 2 台 

消防救急デジ

タル無線設備 
1 箇所 1 箇所 2 箇所 11 箇所 1 箇所 16 箇所 

救助工作車 1 台 1 台  1 台 1 台 4 台 

救助用資機材  1 台  1 台  2 台 

テロ対策用特

殊救助資機材 
 1 台    1 台 

高度救助用資

機材 
 1 台    1 台 

高度探査装置  1 台    1 台 

災害対応特殊

泡原液搬送車 
  1 台   1 台 

高機能消防指

令センター総

合整備事業 

   3 箇所 1 箇所 1 箇所 5 箇所 

防火水槽 2 箇所 4 箇所 2 箇所 2 箇所 2 箇所 12 箇所 

消防ポンプ自

動車 
6 台 8 台 7 台 8 台 8 台 37 台 

水槽付消防ポ

ンプ自動車 
 1 台  1 台  2 台 

小型動力ポン

プ付積載車 
24 台 23 台 20 台 24 台 21 台 112 台 

小型動力ポン

プ付水槽車 
2 台 2 台 1 台 1 台 3 台 9 台 

化学消防ポン

プ自動車 
 1 台    1 台 

消防団総合整

備事業 
2 箇所 3 箇所 3 箇所 3 箇所 3 箇所 14 箇所 

高規格救急自

動車・高度救

命処置用資機

材等 

4 台 4 台 4 台 1 台 4 台 17 台 

小型動力ポン

プ 
23 台 20 台 18 台 18 台 18 台 97 台 

指揮車   2 台 2 台 2 台 6 台 

小型動力ポン

プ積載車 
8 台 6 台 6 台 6 台 7 台 33 台 

積載車 2 台 4 台 4 台 3 台 3 台 16 台 

消防機庫、消防

器具庫 
4 箇所 3 箇所 2 箇所 2 箇所 1 箇所 12 箇所 
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消防緊急通信

指令施設 
1 箇所     1 箇所 

消防緊急連絡

自動車、事務連

絡車 

 1 台 2 台 1 台 2 台 6 台 

人員搬送車、資

機材搬送車、消

防緊急人員搬

送車 

1 台 2 台 1 台   4 台 

多目的消防車   1 台       1 台 

広報車、査察・

広報車 
 1 台   2 台 3 台 

エアーテント 1 台         1 台 

災害対応ドロ

ーン 
    1 台 1 台 

ホースタワー   1 台 1 台 1 台 1 台 4 台 

消防機器整備

事業 
1 台 1 台 1 台 1 台 1 台 5 台 

概算事業費 

（百万円） 
2,284 2,339 2,200 1,710 2,357 10,890 

 

（２）個別計画 

事業主体 

（位置） 
事業名 事業量 

概算事業費 

（百万円） 

実施予 

定年度 所管省庁 実施目標との関係 

岡山市 

【消防局】 

緊急消防援助隊設

備整備費補助事業

（災害対応特殊消

防ポンプ自動車） 

2 台 86 R3,4 消防庁  

岡山市 

【消防局】 

緊急消防援助隊設

備整備費補助事業

（災害対応特殊水

槽付消防ポンプ自

動車） 

1 台 67 R3 消防庁  

岡山市 

【消防局】 

緊急消防援助隊設

備整備費補助事業

（救助工作車） 
1 台 86 R4 消防庁  

岡山市 

【消防局】 

緊急消防援助隊設

備整備費補助事業

（救助用資機材） 
1 台 55 R4 消防庁  

岡山市 

【消防局】 

緊急消防援助隊設

備整備費補助事業

（高度救助用資機

材） 

1 台 28 R4 消防庁  

岡山市 

【消防局】 

緊急消防援助隊設

備整備費補助事業

（高度探査装置） 
1 台 40 R4 消防庁  

岡山市 

【消防局】 

緊急消防援助隊設

備整備費補助事業

（テロ対策用特殊

救助資機材） 

1 台 8 R4 消防庁  
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岡山市 

【消防局】 

緊急消防援助隊設

備整備費補助事業

（災害対応特殊救

急自動車・高度救

命処置用資機材） 

3 台 99 R3,4 消防庁  

岡山市 

【消防局】 

緊急消防援助隊設

備整備費補助事業

（消防救急デジタ

ル無線設備） 

10 箇所 665 R6～7 消防庁  

岡山市 

【消防局】 

緊急消防援助隊設

備整備費補助事業

（災害対応特殊は

しご付消防自動

車） 

1 台 134 R3 消防庁  

倉敷市 

【消防局】 

緊急消防援助隊設

備整備費補助事業

（災害対応特殊救

急自動車・高度救

命処置用資機材） 

2 台 70 R3,6 消防庁  

倉敷市 

【消防局】 

緊急消防援助隊設

備整備費補助事業 

（災害対応特殊泡

原液搬送車） 

1 台 80 R5 消防庁  

津山圏域 

消防組合 

緊急消防援助隊設

備補助事業 

（災害対応特殊消

防ポンプ自動車） 

1 台 41 R3 消防庁  

玉野市 

【消防本

部】 

消防防災施設整備

費補助事業（耐震

性貯水槽 100 ㎥型） 
2 箇所 20 R4,6 消防庁  

笠岡地区 

消防組合 

消防防災施設整備

費補助事業（高機

能消防指令センタ

ー 

総合整備事業） 

1 箇所 321 R5 消防庁  

井原地区 

消防組合 

緊急消防援助隊設

備整備費補助事業

（災害対応特殊救

急自動車・高度救

命処置用資機材） 

1 台 36 R6 消防庁  

井原地区 

消防組合 

緊急消防援助隊設

備整備費補助事業

（災害対応特殊消

防ポンプ自動車） 

1 台 46 R7 消防庁  

総社市 

【消防本

部】 

緊急消防援助隊設

備整備費補助事業

（災害対応特殊 

救急自動車・高度

救命処置用資機

材） 

2 台 70 R5,7 消防庁  

総社市 

【消防本

部】 

緊急消防援助隊設

備整備費補助事業

（災害対応特殊水槽

付消防ポンプ自動

車） 

1 台 85 R6 消防庁  

総社市 

【消防本

部】 

緊急消防援助隊設

備整備費補助事業

（支援車Ⅱ型） 
1 台 15 R6 消防庁  
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総社市 

【消防本

部】 

緊急消防援助隊設

備整備費補助事業

（救助工作車） 

1 台 100 R6 消防庁  

総社市 

【消防本

部】 

緊急消防援助隊設

備整備費補助事業

（救助用資機材） 

1 台 70 R6 消防庁  

総社市 

【消防本

部】 

消防防災施設整備

費補助事業（高機

能消防指令センタ

ー総合整備事業） 

1 箇所 300 R7 消防庁  

高梁市 

【消防本

部】 

緊急消防援助隊設

備整備費補助事業

(災害対応特殊救

急自動車・高度救

命処置用資機材) 

1 台 35 R3 消防庁  

高梁市   

【消防本

部】 

消防防災施設整備

費補助事業（高機

能消防指令センタ

ー総合整備事業） 

1 箇所 200 R5 消防庁  

高梁市   

【消防本

部】 

緊急消防援助隊設

備整備費補助事業

（災害対応特殊消

防ポンプ自動車Ｃ

Ｄ-Ⅰ型） 

1 台 50 R6 消防庁  

新見市 

【消防本

部】 

緊急消防援助隊設

備整備費補助事業

（災害対応特殊 

救急自動車） 

1 台 36 R7 消防庁  

新見市 

【消防本

部】 

緊急消防援助隊設

備整備費補助事業

（災害対応特殊消

防ポンプ自動車Ｃ

Ｄ-Ⅰ型） 

1 台 50 R7 消防庁  

新見市 

【消防本

部】 

緊急消防援助隊設

備整備費補助事業

（災害対応特殊消

防ポンプ自動車Ｃ

Ｄ-Ⅱ型） 

1 台 90 R4 消防庁  

東備消防組

合 

消防防災施設整備

費補助事業（高機

能消防指令センタ

ー総合整備事業） 

1 箇所 350 R5 消防庁  

東備消防組

合 

緊急消防援助隊設

備整備費補助事業

(災害対応特殊救

急自動車・高度救

命処置用資機材) 

1 台 33 R6 消防庁  

真庭市 

【消防本

部】 

緊急消防援助隊設

備整備費補助事業

（救助工作車） 
1 台 164 R3 消防庁  

真庭市 

【消防本

部】 

緊急消防援助隊設

備整備費補助事業

（災害対応特殊救

急自動車・高度救

命処置用資機材） 

１台 40 R7 消防庁  

美作市 

【消防本

部】 

緊急消防援助隊設

備整備費補助事業 

（高規格救急車） 
1 台 39 R4 消防庁  
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瀬戸内市

【消防本

部】 

緊急消防援助隊設

備整備費補助事業

（災害対応特殊救

急自動車） 

1 台 37 R3～7 消防庁  

瀬戸内市

【消防本

部】 

緊急消防援助隊設

備整備費補助事業

（災害対応特殊消

防ポンプ自動車Ｃ

Ｄ-Ⅱ型） 

1 台 104 R4 消防庁  

瀬戸内市

【消防本

部】 

消防防災施設整備

費補助事業（高機

能消防指令センタ

ー総合整備事業） 

1 箇所 350 R6 消防庁  

瀬戸内市

【消防本

部】 

緊急消防援助隊設

備整備費補助事業

（救助工作車） 

1 台 150 R7 消防庁  

津山市 
防火水槽（40t 型）

（市） 5 箇所 30 R3～7 消防庁  

津山市 
消防ポンプ自動車

（市） 5 台 100 R3～7 消防庁  

津山市 
小型動力ポンプ積

載車（市） 20 台 100 R3～7 消防庁  

津山市 
小型動力ポンプ

（市） 25 台 50 R3～7 消防庁  

笠岡市 
消防用施設 

（機庫）（市） 9 354 R3～7 消防庁  

笠岡市 
消防用施設 

（積載車）（市） 7 38 R3～7 消防庁  

笠岡市 

消防用施設 

（小型動力ポン

プ）（市） 
5 7 R3～6 消防庁 

 

笠岡市 

消防用施設 

（ホースタワー）

（市） 
4 17 R4～7 消防庁 

 

井原市 
小型動力ポンプ付

積載車（市） 8 台 46 R3～7 消防庁  

備前市 
小型動力ポンプ付

積載車（市） 13 台 65 R3～7 消防庁  

真庭市 
消防ポンプ自動車

（市） 
5 台 103 R3～7 消防庁  

真庭市 
小型動力ポンプ付

積載車（市） 23 台 143 R3～7 消防庁  

真庭市 
小型動力ポンプ

（市） 28 台 45 R3～7 消防庁  

真庭市 
防火水槽（40t 型）

（市） 1 箇所 8 R3～7 消防庁  

真庭市 消防機庫（市） 3 箇所 50 R3～7 消防庁  

岡山市 

【消防局】 

小型動力ポンプ付

積載車（市） 30 台 145 R3～7 消防庁  

岡山市 

【消防局】 

消防ポンプ自動車

（市） 
10 台 190 R3～7 消防庁  

岡山市 

【消防局】 

消防団総合整備事

業（市） 
14 箇所 294 R3～7 消防庁  

倉敷市 

【消防局】 

災害対応特殊救急

自動車・高度救命

処置用資機材（市） 
8 台 280 R3～7 消防庁  
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倉敷市 

【消防局】 

災害対応特殊消防 

ポンプ自動車（市） 6 台 270 R3～7 消防庁  

倉敷市 

【消防局】 

災害対応特殊消防 

ポンプ自動車（市） 1 台 120 R3 消防庁  

倉敷市 

【消防局】 

災害対応特殊化学消

防ポンプ自動車（市） 2 台 170 R3,4 消防庁  

倉敷市 

【消防局】 

災害対応特殊水槽

付き消防ポンプ自

動車（市） 
1 台 70 R7 消防庁  

倉敷市 

【消防局】 
積載車（市） 1 台 15 R4 消防庁  

倉敷市 

【消防局】 
指揮車（市） 1 台 15 R7 消防庁  

倉敷市 

【消防局】 

非常備消防車両購

入事業（市） 20 台 215 R3～7 消防庁  

倉敷市 

【消防局】 

非常備消防施設整

備事業（市） 
15 台 20 R3～7 消防庁  

津山圏域 

消防組合 

災害対応特殊消防

ポンプ自動車（組） 4 台 196 R4～7 消防庁  

津山圏域 

消防組合 

高規格救急自動

車・高度救命処置

用資機材（組） 
4 台 152 R4～7 消防庁  

津山圏域 

消防組合 

化学消防ポンプ自

動車（組） 1 台 85 R4 消防庁  

津山圏域 

消防組合 

水槽付消防ポンプ

自動車（組） 1 台 80 R6 消防庁  

津山圏域 

消防組合 

消防緊急通信指令

施設（組） 1 箇所 1,033 R3 消防庁  

津山圏域 

消防組合 

消防緊急連絡自動

車（組） 2 台 6 R6,7 消防庁  

津山圏域 

消防組合 

消防緊急人員搬送

車（組） 
1 台 20 R5 消防庁  

津山圏域 

消防組合 
事務連絡車（組） 1 台 3 R4 消防庁  

玉野市 

【消防本

部】 

小型動力ポンプ付

積載車（市） 5 台 45 R3,4,6,7 消防庁  

玉野市 

【消防本

部】 

小型動力ポンプ 

積載車（市） 1 台 6 R7 消防庁  

玉野市 

【消防本

部】 

高規格救急自動

車・高度救命処置

用資機材（市） 
1 台 35 R4 消防庁  

玉野市 

【消防本

部】 

災害対応特殊救急

自動車・高度救命

処置用資機材（市） 
2 台 70 R5,6 消防庁  

玉野市 

【消防本

部】 

消防ポンプ自動車

（市） 1 台 50 R7 消防庁  

玉野市 

【消防本

部】 

災害対応特殊小型

動力ポンプ付水槽

車（市） 

1 台 60 R7 消防庁  

玉野市 

【消防本

部】 

小型動力ポンプ

（市） 2 台 6 R4 消防庁  

玉野市 

【消防本

部】 

資器材搬送車（市） 2 台 8 R4 消防庁  
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笠岡地区 

消防組合 

高規格救急自動

車・高度救命処置

用資機材（組） 
1 台 34 R3 消防庁  

笠岡地区 

消防組合 

水槽付消防ポンプ

自動車（組） 1 台 55 R4 消防庁  

笠岡地区 

消防組合 

消防救急デジタル

無線設備（組） 1 箇所 302 R5 消防庁  

笠岡地区 

消防組合 

災害対応特殊救急

自動車（組） 
1 台 38 R6 消防庁  

笠岡地区 

消防組合 

小型動力ポンプ付

水槽車（組） 
1 台 35 R7 消防庁  

井原地区 

消防組合 

消防通信指令装置 

デジタル無線 

装置改修（組） 
5 箇所 234 R3～7 消防庁  

井原地区 

消防組合 
高規格救急車（組） 2 台 72 R4,7 消防庁  

井原地区 

消防組合 

消防ポンプ自動車

（組） 2 台 92 R4,6 消防庁  

井原地区 

消防組合 
広報車（組） 2 台 7 R7 消防庁  

井原地区 

消防組合 

緊急援助隊支援物

品（エアーテン

ト）（組） 
1 台 3 R3 消防庁  

井原地区 

消防組合 

災害対応ドローン

整備事業 
１台 4 R7 消防庁  

総社市 

【消防本

部】 

災害対応特殊消防

ポンプ自動車（市） 2 台 92 R3,4 消防庁  

総社市 

【消防本

部】 

災害対応特殊救急

自動車（市） 2 台 50 R3 消防庁  

総社市 

【消防本

部】 

支援車Ⅲ型（市） 1 台 40 R4 消防庁  

総社市 

【消防本

部】 

消防機器整備事業

（市） 
5 箇所 10 R3～7 消防庁  

総社市 

【消防本

部】 

防火水槽（40L 型）

（市） 
5 箇所 40 R3～7 消防庁  

高梁市 

【消防本

部】 

小型動力ポンプ

（市） 11 台 11 R3～7 消防庁  

高梁市  

【消防本

部】 

小型動力ポンプ付

積載車（市） 8 台 41 R3～7 消防庁  

高梁市  

【消防本

部】 

救急自動車・高度

救命処置用資機材

（市） 
1 台 35 R5 消防庁  

高梁市   

【消防本

部】 

指揮車（市） 1 台 5 R7 消防庁  

新見市 

【消防本

部】 

高規格救急自動車

整備事業（市） 2 台 72 R3 消防庁  

新見市 

【消防本

部】 

指揮車整備事業

（市） 1 台 20 R6 消防庁  
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新見市 

【消防本

部】 

小型動力ポンプ整

備事業（市） 5 台 9 R3～7 消防庁  

新見市 

【消防本

部】 

小型動力ポンプ積

載車両整備事業

（市） 

10 台 26 R3～7 消防庁  

新見市 

【消防本

部】 

防火水槽設置事業

（市） 1 箇所     8 R4 消防庁  

東備消防組

合 

高規格救急車 

高度救命処置用資

機材（組） 
3 台 99 R3,4,7 消防庁  

東備消防組

合 
指揮車（組） 1 台     6 R6 消防庁  

美作市 

【消防本

部】 

消防ポンプ自動車

（市） 4 台 88 R4～7 消防庁  

美作市 

【消防本

部】 

小型動力ポンプ付

積載車（市） 23 台 115 R3～7 消防庁  

美作市 

【消防本

部】 

小型動力ポンプ

（市） 6 台 6 R3～7 消防庁  

赤磐市 

【消防本

部】 

小型動力ポンプ積

載車（市） 2 台 8 R3 消防庁  

赤磐市 

【消防本

部】 

多目的消防車（市） 1 台 9 R4 消防庁  

赤磐市 

【消防本

部】 

査察・広報車（市） 1 台 2 R4 消防庁  

赤磐市 

【消防本

部】 

指揮車（市） 1 台 10 R5 消防庁  

赤磐市 

【消防本

部】 

事務連絡車（市） 2 台 3 R5 消防庁  

赤磐市 

【消防本

部】 

高規格救急車整備

事業（市） 1 台 35 R7 消防庁  

赤磐市 

【消防本

部】 

事務連絡車（市） 1 台 2 R7 消防庁  

瀬戸内市

【消防本

部】 

消防団車両整備事

業(市) 8 台 52 R3～7 消防庁  

瀬戸内市

【消防本

部】 

資機材搬送車整備

事業（市） 1 台 16 R3 消防庁  

瀬戸内市

【消防本

部】 

指揮車整備事業

（市） 1 台 16 R5 消防庁  

瀬戸内市

【消防本

部】 

災害対応特殊ポン

プ自動車整備事業

（市） 

1 台 40 R5 消防庁 
 

 

 

４．備考 
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【施設別編】 
 

５－１号 緊急輸送道路  
 

１．対象施設の整備に係る中長期目標の考え方 

 

緊急輸送道路は災害時の被災地内外の陸送を確保するためのものであり、本県では平成３０

年度に作成した緊急輸送道路ネットワーク計画に基づき整備を進めているところである。 

長期的な整備目標は、緊急輸送道路ネットワーク計画に位置づけた１次～３次までの輸送ル

ート全ての道路改良及び整備を行うことにより、緊急輸送道路のネットワーク化を完成するこ

ととしている。なお、「岡山県道路防災整備計画」では、４７３箇所の道路防災対策が必要と

されている。 

 

 

 

２．五箇年計画への計上の考え方 

 

緊急輸送を確保するため必要な基幹的な道路を整備する。 

 

（現状） 

令和４年度末における緊急輸送道路整備率は、道路防災対策５４％（２５６／４７３箇所）

であり、今後は、２１７箇所の整備が必要である。 

また、令和２年度末における緊急輸送道路上の橋梁の耐震補強進捗率は６４％（３２３／

５０３橋）であり、今後は１８０橋の対策が必要である。 

 

（計画） 

道路防災対策については、６９箇所を計画計上する。これにより、本計画終了時における

緊急輸送道路整備率は、道路防災対策が６３％（２９６／４７３整備完了）に向上する見込

みである。 

橋梁の耐震化対策については、１９橋を計画計上しており、本計画終了時には耐震補強進

捗率が６８％（３４２／５０３橋）に向上する見込みである。 

また、道路の改良については１７．７ｋｍ、街路の改良については２．２ｋｍを計画計上し、

緊急輸送道路のネットワーク化を図る。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

様式―２ 
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３．整備計画 

（１）年次計画 

施設分類 R3 年度 R4 年度 R5 年度 R6 年度 R7 年度 合計 

 

緊急輸送道路 

道路改築 

1.0km 

12 路線 14 箇所 

2.2km 

17 路線 21 箇所 

4.8km 

15 路線 19 箇所 

4.9km 

13 路線 16 箇所 

4.8km 

8 路線 10 箇所 

17.7km 

16 路線 21 箇所 

 

緊急輸送道路 

橋梁耐震 

 

1 路線 1 箇所 

 

 

5 路線 7 箇所 

 

 

4 路線 4 箇所 

 

 

3 路線 6 箇所 

 

 

1 路線 1 箇所 

 

 

10 路線 19 箇所 

 

 

緊急輸送道路 

街路改築 

2.24km 

2 箇所 
→ → → → 

2.24km 

2 箇所 

緊急輸送道路 

道路災害防除 
17 箇所 13 箇所 13 箇所 13 箇所 13 箇所 69 箇所 

概算事業費 

（百万円） 
5,494 8,019 13,248 13,464 12,771 52,996 

 

（２）個別計画 

事業主体 

（位置） 
事業名 事業量 

概算事業費 

（百万円） 

実施予 

定年度 所管省庁 実施目標との関係 

岡山県 

(倉敷市他) 
道路改築事業 

17.7km 

16路線21箇所 

40,553 R3～R7 国土交通省 － 

岡山県 

(倉敷市他） 
橋梁補修事業 

19 橋 

10路線19箇所 

3,453 R3～R7 国土交通省 － 

岡山県 

(倉敷市他） 
街路改築事業 

2.24km 

2 路線 2 箇所 

2,090 R3～R7 国土交通省 － 

岡山県 

(高梁市他) 
道路災害防除事業 

18 路線 

69 箇所 
6,900 R3～R7 国土交通省 － 

 

 

４．備考 
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【施設別編】 
 

５－２号 緊急輸送交通管制施設  
 

１．対象施設の整備に係る中長期目標の考え方 

 

 災害発生時において、被害状況、交通状況に応じた的確な交通規制を実施するため、次のとお

り交通管制施設の整備を行う。 

 

（１） 負傷者の搬送、物資の輸送等に利用する緊急輸送道路の安全かつ円滑な交通を確保するた

め緊急輸送道路、迂回ルート等における交通情報の収集及び提供に必要となる交通監視カ

メラ及び交通情報板の整備を推進する。 

 

（２） 停電に起因する信号機の機能停止による混乱を防止するため、主要交差点に自動起動型信

号機電源付加装置を整備する。 

 

 

 

２．五箇年計画への計上の考え方 

 

交通安全施設等整備事業を推進することにより、緊急輸送道路等の確保のために必要な緊急

輸送交通管制施設を整備していくこととし、下記のとおり計画、計上した。 

 

 

 

整備内容 目標数値

交通監視カメラの整備 11基

交通情報板の整備      ８箇所

自動起動型信号機電源付加装置の整備      ６箇所  
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

様式―２ 
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３．整備計画 

（１）年次計画 

施設分類 R3 年度 R4 年度 R5 年度 R6 年度 R7 年度 合計 

 

交通監視 

カメラ 
５基 

 

２基 

 

 

２基 

 

 

２基 

 

 

 

 

11 基 

 

 

交通情報板 
 

２箇所 

 

 

２箇所 

 

 

２箇所 

 

 

２箇所 

 

 

 

 

８箇所 

 

 

自動起動型信

号機電源付加

装置 

 

２箇所 

 

 

１箇所 

 

１箇所 

 

１箇所 

 

 

１箇所 

 

 

６箇所 

 

概算事業費 

（百万円） 
74   56   56 56    ３ 245 

 

（２）個別計画 

事業主体 

（位置） 
事業名 事業量 

概算事業費 

（百万円） 

実施予 

定年度 所管省庁 実施目標との関係 

岡山県 

公安委員会 

特定交通安全施設

等整備事業 25 箇所 
 

245 R3～R7 警察庁  
 

 

 

４．備考 
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【施設別編】 
 

６号 共同溝等  
 

 

１．対象施設の整備に係る中長期目標の考え方 

 

共同溝をはじめとする無電柱化については、震災時の設備被害の低減、都市活動の支障

低減、電柱倒壊等による避難支障の解消、消防活動支障の解消等の震災時の被害低減及び

ライフラインの確保のため、電線共同溝等による無電柱化の促進を図ることとしている。 

現在、平成２８年１２月に公布された「無電柱化の推進に関する法律」に基づき、国に

より「無電柱化推進計画」が策定され、災害の防止、安全・円滑な交通の確保、良好な景

観の形成等を図るため、道路管理者、電線管理者及び地元関係者が一体となった密接な協

力の下に、無電柱化の整備を行うこととしている。 

 

 

 

２．五箇年計画への計上の考え方 

 

平成２８年１２月に公布された「無電柱化の推進に関する法律」に基づき、国の策定した

「無電柱化推進計画」に基づいて整備を進めることとし、本計画には、中国地区電線類地中

化協議会で合意した緊急輸送道路９路線における３．１ｋｍ（９箇所）を計画計上する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

様式―２ 
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３．整備計画 

（１）年次計画 

施設分類 R3 年度 R4 年度 R5 年度 R6 年度 R7 年度 合計 

 

電線共同溝 

(県) 

0.00km 

2 箇所 

0.10km 

2 箇所 

0.15 ㎞ 

2 箇所 

0.14 ㎞ 

2 箇所 

0.04 ㎞ 

1 箇所 

0.4 ㎞ 

2 箇所 

 

電線共同溝 

(市) 

2.2 ㎞ 

6 箇所 

2.7 ㎞ 

7 箇所 
→ → → 

2.7 ㎞ 

7 箇所 

概算事業費 

（百万円） 
81 399 640 943 658 2,721 

 

（２）個別計画 

事業主体 

（位置） 
事業名 事業量 

概算事業費 

（百万円） 

実施予 

定年度 所管省庁 実施目標との関係 

岡山県 

(津山市) 
電線共同溝事業 0.2km 325 R3～R6 国土交通省  

岡山県 

(笠岡市) 
電線共同溝事業 0.2km 345 R3～R7 国土交通省  

岡山市 
電線共同溝整備事

業 
1.9km 1,556 R3～R7 国土交通省  

倉敷市 
無電柱化推進計画

事業 
0.5km 275 R4～R7 国土交通省  

笠岡市 
無電柱化推進計画

事業 
0.3km 220 R3～R7 国土交通省  

 

 

 

４．備考 
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【施設別編】 
 

８号 社会福祉施設 
 

１．対象施設の整備に係る中長期目標の考え方 

 

社会福祉施設は、大規模な地震が発生した場合において避難することが困難な者を入所又

は利用させている施設であることから、十分な安全性を確保する必要がある。 

令和２年度までに耐震化が完了していない施設について、可能な限り早急に耐震化を完了

させることを目標としている。 

 

 

 

２．五箇年計画への計上の考え方 

 

耐震診断や耐力度調査の結果を踏まえ、特にその性能の低いものや、地域の応急避難所と

して早急な対応が必要とされる建物を優先して耐震補強工事等を実施し、耐震化を図ること

としている。 
 

 

 

３．整備計画 

（１）年次計画 

施設分類 R3 年度 R4 年度 R5 年度 R6 年度 R7 年度 合計 

幼保連携型認

定こども園 

 

 

 

 

 

 

 

 
1 園 1 園 

概算事業費 

（百万円） 
    24 24 

 

（２）個別計画 

事業主体 

（位置） 
事業名 事業量 

概算事業費 

（百万円） 

実施予 

定年度 所管省庁 実施目標との関係 

倉敷市 
就学前教育・保育

施設整備交付金 
1 園 3 棟 24 R7 こども家庭庁 － 

       

       
 

 

 

４．備考 

 

 

 

 

様式―２ 



 - 29 - 

 

【施設別編】 
 

８の２号 公立幼稚園 
 

１．対象施設の整備に係る中長期目標の考え方 

 

学校施設等は、児童生徒等が一日の大半を過ごす学習、生活の場であると同時に、災害発

生時に地域住民の避難場所としての役割を果たすことから、十分な安全性を確保する必要が

ある。 

 令和２年度までに耐震化が完了していない施設について、可能な限り早急に耐震化を完了

させることを目標としている。 

 

 

 

２．五箇年計画への計上の考え方 

 

耐震診断や耐力度調査の結果を踏まえ、特にその性能の低いものや、地域の応急避難所と

して早急な対応が必要とされる建物を優先して耐震補強工事等を実施し、耐震化を図ること

としている。 
 

 

 

３．整備計画 

（１）年次計画 

施設分類 R3 年度 R4 年度 R5 年度 R6 年度 R7 年度 合計 

公立幼稚園 

（園舎） 

耐震補強等 

 

 

 

 

 

 

 

 

8 園 

 

8 園 

 

概算事業費 

（百万円） 
    404 404 

 

（２）個別計画 

事業主体 

（位置） 
事業名 事業量 

概算事業費 

（百万円） 

実施予 

定年度 所管省庁 実施目標との関係 

倉敷市 
学校施設環境改善

交付金事業 
2 園 3 棟 34 R7 文部科学省 － 

玉野市 〃 5 園 5 棟 340 R7 〃 － 

高梁市 〃 1 園 1 棟 30 R7 〃 － 
 

 

 

４．備考 

 

 

 

様式―２ 
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【施設別編】 
 

９－１号 公立小中学校等（校舎） 
 

１．対象施設の整備に係る中長期目標の考え方 

 

学校施設等は、児童生徒等が一日の大半を過ごす学習、生活の場であると同時に、災害発

生時に地域住民の避難場所としての役割を果たすことから、十分な安全性を確保する必要が

ある。 

 令和２年度までに耐震化が完了していない施設について、可能な限り早急に耐震化を完了

させることを目標としている。 

 

 

２．五箇年計画への計上の考え方 

 

耐震診断や耐力度調査の結果を踏まえ、特にその性能の低いものや、地域の応急避難所と

して早急な対応が必要とされる建物を優先して耐震補強工事等を実施し、耐震化を図ること

としている。 

 

 

３．整備計画 

（１）年次計画 

施設分類 R3 年度 R4 年度 R5 年度 R6 年度 R7 年度 合計 

小中学校 

（校舎） 

耐震補強等 
 

1 校 

1 棟 

 

2 校 

2 棟 

 

 

 

2 校 

3 棟 

 

5 校 

6 棟 

 

概算事業費 

（百万円） 
 1,560 30  226 1,816 

 

（２）個別計画 

事業主体 

（位置） 
事業名 事業量 

概算事業費 

（百万円） 

実施予 

定年度 所管省庁 実施目標との関係 

玉野市 
学校施設環境改善

交付金事業 

2 校 

3 棟 

226 R7 文部科学省 － 

笠岡市 〃 
2 校 

2 棟 

30 R5 〃 － 

奈義町 〃 
1 校 

1 棟 

1,560 R4-5 〃 － 

 

 

４．備考 

 

 

 

 
様式―２ 
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【施設別編】 
 

１１号 公的建造物 
 

１．対象施設の整備に係る中長期目標の考え方 

 

公的建造物の整備については、「岡山県耐震改修促進計画」において、「災害対策本部及び現

地対策本部等を設置し、被災後応急活動や復旧活動の拠点となる建築物」及び「被災時に、避難

者及び傷病者の救援活動等の拠点となる建築物」等の防災拠点となる公共建築物について、重点

的に耐震化を図っているところである。 

特に、学校施設等は、児童生徒等が一日の大半を過ごす学習、生活の場であると同時に、災害

発生時に地域住民の避難場所としての役割を果たすことから、令和２年度までに耐震化が完了し

ていない施設について、可能な限り早急に耐震化を完了させることを目標としている。 

 

 

 

２．五箇年計画への計上の考え方 

 

耐震診断や耐力度調査の結果を踏まえ、特にその性能の低いものや、地域の応急避難所として

早急な対応が必要とされる建物を優先的して耐震補強工事等を実施し、耐震化を図ることとして

いる。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
様式―２ 
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３．整備計画 

（１）年次計画 

施設分類 R3 年度 R4 年度 R5 年度 R6 年度 R7 年度 合計 

倉敷市立高等

学校（校舎・屋

体）耐震補強等 

 

 

 

 

 

 

 

 

4 校 

 

4 校 

 

概算事業費 

（百万円） 
    891 891 

 

（２）個別計画 

事業主体 

（位置） 
事業名 事業量 

概算事業費 

（百万円） 

実施予 

定年度 所管省庁 実施目標との関係 

倉敷市 

市立高等学校・中

等教育学校 

（校舎・屋体） 

耐震補強等（市） 

4 校 28 棟 891 R7 消防庁 － 

 

 

 

４．備考 
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【施設別編】 

１２－１号 海岸保全施設 

１．対象施設の整備に係る中長期目標の考え方 

 当県では、岡山沿岸海岸保全基本計画に基づき、海岸保全施設の津波対策や耐震対策等を

推進することとしている。 

 これらの対策の推進にあたっては、背後地の地盤高、現況の堤防高、防護対象の面積及び

人口等を考慮して、津波により生ずる被害の発生を防止又は軽減することにより円滑な避難

を確保するため整備が必要な海岸保全施設を選定し、その中で優先すべき箇所から重点的に

整備を行うこととする。 

 津波により生ずる被害の発生を防止又は軽減することにより円滑な避難を確保するため整

備が必要な海岸保全施設は、現時点で全て把握できておらず、今後把握に努めることとする

が、当面は、高潮対策事業で実施中のもののうち該当の海岸について、高潮対策と一体的に

津波対策や耐震対策等を着実に実施していくものとする。 

２．五箇年計画への計上の考え方 

上記１の考え方に基づき、令和３年度から令和７年度までの５箇年に緊急に実施すべき事業を

本計画に計上することとする。 

 高潮対策事業で実施中のもののうち該当の海岸として三蟠九蟠海岸（岡山市）が対象となる。

当海岸の背後には岡山市街地のゼロメートル地帯が広がっており、防護面積 1,540ha、防護人口

３万人を擁している。 

 当海岸の背後において津波による浸水被害が発生した場合、地域社会・経済に及ぼす影響は甚

大であることから、当海岸での津波対策及び耐震対策は急務となっている。 

 よって、本計画には三蟠九蟠海岸の高潮事業を計上し、津波対策及び耐震対策として必要な整

備を重点的に推進することとする。 

様式―２ 
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３．整備計画 

（１）年次計画

施設分類 R3 年度 R4 年度 R5 年度 R6 年度 R7 年度 合計 

堤防 

（耐震化） 

１箇所 

500m 
→ → → → 

１箇所 

500m 

概算事業費 

（百万円） 
150 500 500 500 500 2,150 

（２）個別計画

事業主体 

（位置） 
事業名 事業量 

概算事業費 

（百万円） 

実施予 

定年度 所管省庁 実施目標との関係 

岡山県 

（岡山市） 

高潮対策事業 

（三蟠九蟠海岸） 

１箇所 

500m 
2,150 R3～R7 国土交通省 － 

４．備考 
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【施設別編】 

１３－１号 砂防設備 

１．対象施設の整備に係る中長期目標の考え方 

本県域は、地形及び地質的な特徴（風化花崗岩）から土石流の発生する危険性が高い渓

流が多く、令和２年度末で、この土石流危険渓流の内、保全人家５戸以上等の渓流は 3,019

箇所となっており、現在 934 箇所の整備が完了している。 

特に梅雨前線の停滞、台風に伴う集中豪雨により大小の土石流が発生し、人的、物的被

害が継続している状況にある。このため、本県では危険箇所に居住している住民の生命・

身体の安全を確保するため、砂防施設を重点的に整備している。 

これら土石流危険渓流は、地震に誘発され、土石流が発生する危険性が高く、家屋が密

集した地域で人命に被害をもたらす恐れがあることから、土石流危険渓流に砂防施設の整

備を進める。 

危険箇所名 全体箇所数 整備済 

土石流危険渓流 ３，０１９箇所 ９３４箇所 

２．五箇年計画への計上の考え方 

計画計上にあたっては、南海トラフ地震の発生により土砂災害の発生する危険が著しく

高い区域（震度４以上）において住民の生命・身体を守るため、土石流危険渓流で緊急性

の高い６３箇所の整備を計画計上する。 

３．整備計画 

（１）年次計画

施設分類 R3 年度 R4 年度 R5 年度 R6 年度 R7 年度 合計 

砂防施設 49 箇所 53 箇所 

(内 5 箇所) 

53 箇所 

(内 5 箇所) 

50 箇所 

(内 2 箇所) 

46 箇所 

(内 2 箇所) 

63 箇所 

()内は新規 

概算事業費 

（百万円） 
993 1,500 1,500 1,500 1,500 6,993 

（２）個別計画

事業主体 

（位置） 
事業名 事業量 

概算事業費 

（百万円） 

実施予 

定年度 所管省庁 実施目標との関係 

岡山県 

（美作市他） 
砂防事業 

砂防堰堤工 

63 箇所 

6,993 R3～R7 国土交通省 ― 

４．備考 

様式―２ 
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【施設別編】 

１３―２号 保安施設 

１．対象施設の整備に係る中長期目標の考え方 

本県における「山地災害危険地区」は６，３８９地区（令和２年度末）あり、特に、梅雨

前線や台風に伴う集中豪雨等により山腹崩壊や土石流が発生し、人家、公共施設への土砂流

出や建物の倒壊、また人的被害に及ぶ甚大な災害が発生している。 

 このため、本県では、緊急性の高い地区から計画的に治山施設を整備して、山地災害の未

然防止を図っており、令和２年度末の整備率は５１％（３，２７５地区）となっている。 

 これら「山地災害危険地区」では、地震による誘発で災害発生の危険性がより高くなるこ

とから、人家、公共施設等が多く存在する地域での整備を重点的に推進していく。 

２．五箇年計画への計上の考え方 

地震による誘発で、甚大な災害発生の危険性が高い「山地災害危険地区」において、保全

対象となる人家、公共施設の数や災害時要擁護者関連施設の有無等を判断基準のもと、緊急

性の高い２５箇所の整備を計画計上した。 

３．整備計画 

（１）年次計画

施設分類 R3 年度 R4 年度 R5 年度 R6 年度 R7 年度 合計 

保安施設 ５箇所 ５箇所 ５箇所 ５箇所 ５箇所 ２５箇所 

概算事業費 

（百万円） 
１７５ １７５ １７５ １７５ １７５ ８７５ 

（２）個別計画

事業主体 

（位置） 
事業名 事業量 

概算事業費 

（百万円） 

実施予 

定年度 所管省庁 実施目標との関係 

岡山県 

（鏡野町他） 
復旧治山 ３ １０５ R3～R7 林野庁 － 

岡山県 

（倉敷市他） 
予防治山 ２２ ７７０ R3～R7 林野庁 － 

４．備考 

様式―２ 
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【施設別編】 
 

１３―３号 地すべり防止施設 
 

１．対象施設の整備に係る中長期目標の考え方 

 
【林野庁所管分】  

本県における林野庁所管の地すべり危険地区は４０地区あり、令和２年度末における整備

率は９３％（３７地区）となっている。 

これまで整備してきた地すべり防止施設等の効果により、一定の安全性を確保できている

ことから、現時点において新たな施設を整備する計画はないが、施設の維持管理を適切に行

うとともに、地すべり性の変動等が生じていないか注視し、必要に応じて施設整備を計画す

ることとしている。 

 

【農林水産省所管分】 

本県における農林水産省所管の地すべり防止区域は３８箇所あり、降雨等の影響により地

すべりの挙動が確認されている状況である。このため国土の保全及び民生の安定を図るため

地すべり防止対策工事を実施している。 

震災対策としては、家屋の密集している地域に係る地すべり防止区域のうち、地震に誘発

され、地すべりを起こす可能性がある３６箇所を中長期計画の整備目標とする。 

 
【国土交通省所管分】 

本県域では、地形及び地質的な特徴から、地すべりの発生する危険性が高い地すべり危

険箇所は、令和２年度末で１９８箇所となっており、現在７１箇所の整備を完了している。 

特に梅雨前線の停滞、台風に伴う集中豪雨により地すべり災害が発生し、人的・物的被

害が継続している状況にある。このため、本県では危険箇所に居住している住民の生命・

身体の安全を確保するため、地すべり防止施設を重点的に整備している。 

これら地すべり危険箇所は、地震に誘発されて地すべりが発生する危険性が高く、さら

に家屋が密集して人命に被害をもたらす恐れがあることから、地すべり危険箇所に地すべ

り防止施設の整備を進める。 

 

危険箇所名 全体箇所数 整備済 

地すべり危険箇所 １９８箇所 ７１箇所 
 

 

 

２．五箇年計画への計上の考え方 

 

【林野庁所管分】  

これまで整備した地すべり防止施設等の効果により、一定の安全性を確保できていること

から、現時点においては新たな施設を整備する計画はない。 

様式―２ 
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【農林水産省所管分】 

大規模な地震の発生により、地すべりによる被害が生ずるおそれがある地区で、緊急性の

高い２２箇所を計上する。 

【国土交通省所管分】 

計画計上に当たっては、南海トラフ地震の発生により土砂災害の発生する危険が著しく高

い区域（震度４以上）において住民の生命・身体を守るため、地すべり危険箇所で緊急性の

高い１０箇所を整備する。 

３．整備計画 

（１）年次計画

施設分類 R3 年度 R4 年度 R5 年度 R6 年度 R7 年度 合計 

地すべり防止 

施設 

(農林水産省) 

22 箇所 → → → 22 箇所 

地すべり防止

施設 

（国土交通省） 

8 箇所 → → 6 箇所 

（内 1 箇所） 

5 箇所 

（内 1 箇所） 

10 箇所 

()内は新規 

概算事業費 

（百万円） 
３６９ ２７４ ２８２ ２６７ ２４３ １，４３５ 

（２）個別計画

事業主体 

（位置） 
事業名 事業量 

概算事業費 

（百万円） 

実施予 

定年度 所管省庁 実施目標との関係 

岡山県 

（岡山市

他） 

農村地域防災減災

事業 22 箇所 361 R3-R7 農林水産省 ― 

岡山県 

（高梁市

他） 

地すべり対策事業 10 箇所 1,074 R3～R7 国土交通省 ― 

４．備考 
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【施設別編】 

１３－４号 急傾斜地崩壊防止施設 

１．対象施設の整備に係る中長期目標の考え方 

本県域は、地形及び地質的な特徴（風化花崗岩）からがけ崩れの発生する危険性が高い

急傾斜地が多く、令和２年度末で、この急傾斜地崩壊危険箇所は２，４７５箇所となって

おり、現在５５８箇所の整備を完了している。 

特に梅雨前線の停滞、台風に伴う集中豪雨によりがけ崩れが発生し、人的被害が継続し

ている状況にある。このため、本県では危険箇所に居住している住民の生命・身体の安全

を確保するため、急傾斜地崩壊防止施設を重点的に整備している。 

これら急傾斜地崩壊危険箇所のうち、地震に誘発されてがけ崩れ災害が発生する危険性

が高く、さらに家屋が密集した地域で人命に被害をもたらす恐れのあることから、急傾斜

地崩壊危険箇所に急傾斜地崩壊防止施設の整備を進める。 

危険箇所名 全体箇所数 整備済 

急傾斜地崩壊危険箇所 ２，４７５箇所 ５５８箇所 

２．五箇年計画への計上の考え方 

計画計上に当たっては、地震の発生により土砂災害の発生する危険が著しい区域（震度４

以上）において住民の生命・身体を守るため、急傾斜地崩壊危険箇所で緊急性の高い２９箇

所について急傾斜地崩壊防止施設の整備を計上する。 

３．整備計画 

（１）年次計画

施設分類 R3 年度 R4 年度 R5 年度 R6 年度 R7 年度 合計 

急傾斜地崩壊

防止施設 21 箇所 22 箇所 

（内 2 箇所） 

20 箇所 

（内 2 箇所） 

20 箇所 

（内 2 箇所） 

16 箇所 

（内 2 箇所） 

29 箇所 

()内は新規 

概算事業費 

（百万円） 
550 650 650 650 650 3,150 

（２）個別計画

事業主体 

（位置） 
事業名 事業量 

概算事業費 

（百万円） 

実施予 

定年度 所管省庁 実施目標との関係 

岡山県 

（岡山市

他） 

急傾斜地崩壊対策

事業 29 箇所 3,150 R3～R7 国土交通省 ― 

４．備考 

様式―２ 
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【施設別編】 

１３－５号 ため池 

１．対象施設の整備に係る中長期目標の考え方 

本県は、瀬戸内海気候であるので比較的降雨量が少ないため、県下には約１万箇所の農業

用施設であるため池が存在している。しかし、ため池の築造年代が江戸時代以前のものが大

半を占め老朽化が進み、堤体の侵食、漏水等があり、危険な状況であるため池が見受けられ

る。 

これらのため池の内、地震時の堤体の安定性を欠いており、万一ため池が決壊すれば、下

流の家屋の密集している地域に被害を及ぼす恐れのあるため池の整備を整備目標とする。 

２．五箇年計画への計上の考え方 

地震の発生に伴い、堤防が決壊し、下流地域に被害をもたらすおそれのある防災重点農業

用ため池で、浸水想定区域に人家等があり、緊急かつ事業管理計画に計上されているため池

５箇所を計上する。 

３．整備計画 

（１）年次計画

施設分類 R3 年度 R4 年度 R5 年度 R6 年度 R7 年度 合計 

ため池 ５ → → → → ５ 

概算事業費 

（百万円） 
81 130 151 215 191 768 

（２）個別計画

事業主体 

（位置） 
事業名 事業量 

概算事業費 

（百万円） 

実施予 

定年度 所管省庁 実施目標との関係 

岡山県 

（矢掛町

他） 

農村地域防災減災

事業 ５箇所 768 R3-R7 農林水産省 ― 

４．備考 

様式―２ 
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【施設別編】 

１５号 防災行政無線設備 

１．対象施設の整備に係る中長期目標の考え方 

災害時における情報伝達を的確に行うため、地域の実情に応じて、デジタル市町村防災行政無

線の整備を行う。 

２．五箇年計画への計上の考え方 

市町村の整備計画に基づき、要望のあった２箇所を計上した。 

３．整備計画 

（１）年次計画

施設分類 R3 年度 R4 年度 R5 年度 R6 年度 R7 年度 合計 

防災行政無線 1 箇所 → 1 箇所 

防災行政無線 1 箇所 1 箇所 

概算事業費 

（百万円） 
1,331 → 104 1,435 

（２）個別計画

事業主体 

（位置） 
事業名 事業量 

概算事業費 

（百万円） 

実施予 

定年度 所管省庁 実施目標との関係 

備前市 
防災行政無線整備

事業（市） 

同報系デジタ

ル防災行政無

線一式

1,331 R3～R4 消防庁 － 

玉野市 
防災情報通信設備

整備事業 

防災行政無線

親局機器の更

新 

104 R7～R8 消防庁 － 

４．備考 

様式―２ 
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【施設別編】 
 

１６号 水・自家発電設備等  
 

１．対象施設の整備に係る中長期目標の考え方 

 

耐震性確保の観点から、必要な耐震性診断を実施し、診断した結果を基に優先度を見極め、

総合的かつ計画的に耐震化を推進する。 
 

 

２．五箇年計画への計上の考え方 

 

市町村等の意向を踏まえながら、地震等緊急時においても給水を確保するために、緊急性・

必要性が高い施設を計上した。 

 

整備内容 整備量 

配水池 １１箇所 

調整池 ４箇所 

浄水池 １箇所 

緊急遮断弁 １箇所 

貯水槽 ５箇所 

ポンプ場 １箇所 
 

 

３．整備計画 

（１）年次計画 

施設分類 R3 年度 R4 年度 R5 年度 R6 年度 R7 年度 合計 

配水池 8 箇所 1 箇所 1 箇所  1 箇所 
11 箇所 

 

調整池 1 箇所 2 箇所  
 

 
1 箇所 

4 箇所 

 

浄水池  1 箇所   
 

 

1 箇所 

 

緊急遮断弁     1 箇所 
1 箇所 

 

貯水槽 2 箇所 1 箇所 2 箇所   
5 箇所 

 

様式―２ 
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ポンプ場  1 箇所    
1 箇所 

 

概算事業費 

（百万円） 
1,140 1,839 1,845 1,138 1,054 7,016 

 

（２）個別計画 

事業主体 

（位置） 
事業名 事業量 

概算事業費 

（百万円） 

実施予 

定年度 所管省庁 
実施目標

との関係 

岡山県広域水

道企業団 

特定広域化施設整備事業(調

整池) 3 箇所 602 R3～R5 国土交通省 － 

倉敷市 
配水施設（配水池）整備事業 

 4 箇所 1,382 R3～R7 国土交通省 － 

倉敷市 
配水施設（耐震性貯水槽）整

備事業 5 箇所 660 R3～R5 国土交通省 － 

井原市 
緊急時給水拠点確保事業 

（配水池） 2 箇所 756 R3～R7 国土交通省 － 

井原市 
緊急時給水拠点確保事業 

（浄水池） 1 箇所 352 R4～R7 国土交通省 － 

井原市 
緊急時給水拠点確保事業 

（ポンプ場） 1 箇所 173 R4～R7 国土交通省 － 

井原市 
緊急時給水拠点確保事業 

（緊急遮断弁（配水池）） 1 箇所 5 R7 国土交通省 － 

総社市 配水池新設 2 箇所 800 R3 国土交通省 － 

備南水道 

企業団 
配水池更新事業 1 箇所 1,134 R3～R6 国土交通省 － 

岡山県南部水

道企業団 
調整池築造 1 箇所 20 R7 国土交通省 － 

新見市 
施設整備事業（城山配水池更

新工事） 1 箇所 400 R5～R7 国土交通省 － 

鏡野町 第１配水池整備事業 1 箇所 732 R3～R6 国土交通省 － 

 

 

 

 

４．備考 

 

 

 


